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Ａ外科病院に勤務する看護師Ｘは、外来
患者の問診、医師の診察介助、注射や処置、
検査の説明・案内などの業務に従事してい
る。同病院は、新型コロナウイルス感染症
（以下、コロナ）患者の受け入れ指定医療
機関ではないが、本感染症が大流行してい
るなか、Ｘは、日々多数の患者と接するこ
とから、自分も感染しないかと不安だっ
た。また、外科手術前検査で来院する患者
に、コロナの陽性が判明することは少なく
ない。しかし、同病院では感染予防体制が
整備され、看護師Ｘも同病院の感染対策マ
ニュアルに従い感染予防を徹底していた。
あるとき、自宅で夜中に咳が止まらず熱
を測ると38℃あった。朝になっても熱は下
がらなかったため、自宅近くのクリニック
を受診。コロナの疑いがあるためＰＣＲ検
査を受けるよう指示され、検査したところ
陽性判定が出た。
　

Ｘの職業が、看護の業務に従事する看
護師であり、Ｘのコロナに感染した経路を
特定することはできなかったが、業務以外
で感染したことが明らかではないと判断さ
れ、業務上と認められた。

一般に、細菌、ウイルスなどの病原体の
感染を原因として発症した疾患に係る業務
上外の判断については、個別の事案ごとに
感染経路、業務との関連性などの実情を踏
まえ、業務に起因して発症したと認められ
る場合には、労災保険給付の対象となると
されている（基補発0203第 1号令和2年
2月 3日「新型コロナウイルス感染症に係
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る労災補償業務の留意点について」）。
しかしながら、コロナについては、現時
点の感染状況と、症状がなくとも感染を拡
大させるリスクがあるという本感染症の特
性にかんがみた適切な対応が必要であると
して、当分の間、調査により感染経路が特
定されなくとも、業務により感染した蓋然
性が高く、業務に起因したものと認められ
る場合には、労災保険給付の対象となる。
　具体的な取扱いとしては、医療従事者等
（患者の診療若しくは看護の業務または介
護の業務等に従事する医師、看護師、介護
従事者など）が、感染した場合には、業務
外で感染したことが明らかである場合を除
き、原則として労災保険給付の対象となる
ものとし、認定基準が緩和されている（基
補発0428第 1号令和 2年 4月 28日（改
正基補発0624第1号令和3年6月24日）
「新型コロナウイルス感染症の労災補償に
おける取扱いについて」）。
コロナの潜伏期間は、最大14日間と言
われており、労災認定に係る調査において
も、本感染症の症状を感じた日の前日から
遡った14日間の行動など（家族の感染状
況、本人の行動）が確認される。
看護師Ｘの場合は、
①Ｘと同居する家族（夫、子供2人）は
感染しておらず、また、1カ月ほど会って
いないが、近くで別居している家族（父母、
妹、義父母）にも感染者はいない。
②咳・発熱の症状が出現する前日から遡っ
た14日間のＸの行動は、勤務中はもちろ
んのこと、外出中は常にマスクを着用して
おり、勤務のある日は、職場であるＡ外科
病院と自宅の往復、同病院近くのコンビニ
に行ったのみ。また、休日には、自宅近く
のスーパーへ食料品・日用品の買い物に行っ
ただけ。

以上の状況から、仕事以外で感染したこ
とが明らかではないとの判断により、業務
上であると認定された。
本件は、Ｘの職業が看護師で医療従事者
等のケースであったが、医療従事者等以外
の労働者がコロナに感染した場合であって
も、感染経路が特定され、感染源が業務に
内在していることが明らかであれば、労災
保険給付の対象となり得る。
また、感染経路が特定されない場合でも、
感染リスクが相対的に高いと考えられる業
務（複数（本人以外に1人以上の感染者が
いること）の感染者が確認された労働環境
下での業務や、顧客などとの近接や接触の
機会が多い労働環境下での業務など）に従
事し、業務により感染した蓋然性が高いも
のと認められれば、業務上災害として労災
保険が適用される。　
なお、現行の労災認定の判断基準・取扱
いは、前述の通達（基補発0428第 1号）
にあるように「当分の間」の考え方である
ことに留意し、今後、本感染症が収束（縮
小）、あるいは本ウイルスに関する研究の
進捗などに伴い、改正される可能性がある
ため、その動向に注意が必要である。
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